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 ・【参考】交通事業者の概況（人流関係） 



１ 道路交通の改善状況 



円滑な都市・地域活動のための渋滞対策 

 都市、地方ともに深刻な交通渋滞により発生している社会的・経済的ロスを解消するため、
交通容量の拡大策や公共交通機関の利用促進策を推進。 

道路交通の改善状況 

円滑な都市・地域活動のための渋滞対策 
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交通容量の拡大策等 公共交通機関の利用促進策等

渋滞対策の具体的施策
整備前

整備後

＜渋滞対策に係る主要な施策の体系＞ 
交差点改良により渋滞を解消 

国道205号線（長崎県東彼杵町） 
ひがしそのぎちょう 

○ 全国の渋滞等による「自動車交通の時間損失」は年間約50億時間、約11兆円、GDPの約2%に相当（H21年度）。 
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北京 ソウル（韓国） 首都圏 パ リ 

人口 

（万人） 
計画延長 供用延長 整備率 備考 

首都圏 

東京都：1,284 

一都三県：3,499 

(2008年値） 

525km 245km 47% 2011年4月1日現在 

ソウル 
1,035 

(2006年値) 
168km 168km 100% 

2007年12月28日完
成  

北京 
1,151 

（2000年値） 
433km 433km 100% 2009年9月12日完成 

パリ 
1,161 

（2006年値） 
313km 267km 85% 

2009年7月現在 
人口はイルドフランス地域圏を
対象 

環状道路の整備 

高規格幹線道路ネットワークの拡充 

 東京首都圏における環状道路の整備率は約47％であり、海外主要都市と比べて整備が   
遅れている状況。 

道路交通の改善状況 

環状道路の整備状況 
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＜乙バイパス周辺地区では＞ 

◇供用前後での所要時間比較 
（十文字交差点～乙交差点） 

8

5

0

2

4

6

8

10

供用前 供用後

(分)

※供用前：H20.10.23調査(18時台)、 
供用後：荒川道路を60km/hとして算
定 

荒川道路供用により 

約３分短縮 

■荒川道路と乙バイパスの整備によって、旧荒川町の東西方向のアクセスが改善。 

■国道7号沿道に立地する商業施設や県立病院・鉄道駅への所要時間短縮や走りやすさ向上によって、乙
バイパス周辺住民の生活利便が向上。 

■旧113号の通過交通が転換し、旧国道113号沿線における生活の安全・安心度が改善。 

県立坂町病院 

26

48

30

34

7

0 10 20 30 40 50 60

ほぼ毎日利用している

週に3～4日程度利用している

主に週末の利用に限られる

あまり利用していない

全く利用していない

（人）荒川道路を日常利用していますか

当該箇所 (位置図) 

十文字交差点 

↓ 新潟市 

↑ 鶴岡市 
＜凡例＞ 

 商業施設 

 県立病院 

＜坂町地区＞ 

神林岩船港IC 

『高齢でも車を運転しないと生活が
とても丌便。道路開通により国道7

号へ出るのに今までには考えられ
ないほど走りやすくなりました。』 

【70歳以上、女性】 

◆行きやすくなったと感じる施設はありますか？ 注1 

資料：「荒川道路の整備効果把握を目的とし
たアンケート［乙BP周辺地区］」より 

調査日：供用前H20.10.23、供用後H21.9.3 
＜坂町地区 国道7号沿道の施設＞ 

◇旧113号の交通量変化 （断面A） 

◆道路の安全性はどのようにかわりましたか？ 注2 

荒川道路 L=3,600ｍ 

荒川道路・乙バイパス（荒川胎内IC付近） 
◆荒川道路を日常利用していますか？ 注１ 

７１％ 

N=145 ※無回答除く 

＜旧国道113号沿線地区では＞ 

断面A 

乙交差点 

注1：「荒川道路の整備効果把握を目的としたアンケート［乙BP周辺地区］」（対象：乙バ
イパス周辺住民250名、回収146（回収率58％）、H22.1.16配布） 

注2：「荒川道路の整備効果把握を目的としたアンケート［旧国道113号沿線］」（対象：
旧国道113号沿線住民150名、回収76（回収率51％）、H22.1.16配布） 

開通前の現道 

長政集落を通過する大型車 

開通前の現道 

◆地区住民の声 

荒川胎内IC 

乙バイパス 
 L=2,000ｍ 

行きやすい
51%

変わらない
48%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県立
坂町病院

行きやすい
72%

変わらない
27%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国道７号
沿道の

商業施設

N=108※ 

N=118※ 

※無回答除く 

安心できる
62%

14%
変わらない

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

道路の
安全性

N=66 ※ 

注意が必要 

※無回答除く 
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1,757
1,949

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

供用前 供用後

※1

供用後

※2

(台/12h)

3,960

1,757
1,949

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

供用前 供用後

※1

供用後

※2

(台/12h)
長政地区の集落内に

流入する交通が半減 

乙バイパス周辺
地区 

旧国道113号沿
線地区 

[アンケート対象範囲] 

その他 

その他 

国道7号沿道の商業施設 

大型車が通行できない踏
切 

都市計画道路の整備状況  地方において、バイパスの整備により、地域住民の生活利便性が向上した事例(新潟県) 

道路交通の改善状況 

地方における道路交通の利便性の向上 
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（開かずの踏切） 
  ピーク時の遮断時間が４０分／時 以上となる踏切 【東京23区と海外の主要都市との踏切数の比較】 

踏切数 

 【開かずの踏切の事例】                          

◆開かずの踏切数   

  No.  都道府県名  箇所数 

 1  東京都  277 

 2  大阪府  115 

 3  神奈川県  79 

 4  兵庫県  37 

 5  埼玉県  30 

【東京23区とパリの踏切数の比較】 

東京23区 ﾆｭｰﾖｰｸ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾍﾞﾙﾘﾝ ﾊﾟﾘ 

672 108 12 46 11 

H21調査値 

東京23区 パリ周辺 

約60倍 

開かずの踏切の解消状況 

 「緊急に対策の検討が必要な踏切」の多くは大都市圏に存在。 
 東京都の踏切数は、23区のみを見ても、海外の主要都市に比べ圧倒的に多い状況。 

道路交通の改善状況 

開かずの踏切による交通の阻害 
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開かずの踏切の解消状況 

 踏切道改良促進法による踏切道改良事業の実施等により、踏切の数や踏切事故件数は着実に
減尐。 

道路交通の改善状況 

開かずの踏切の解消状況 
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①立体交差化計画 
 

 
②構造改良計画 
 

③歩行者等立体横断施設整備計画 
 

 道路管理者と鉄道事業者が協議して作成 
 

 →協議が成立しない場合又は一方が協議に応
じない場合には、国土交通大臣による裁定 

改良計画の作成 
 

 

 

改良すべき踏切道を指定 
[国土交通大臣] 

 改良計画を提出していない場合は、 
指定期間において踏切道を改良【義務】 

 

改良計画を提出している場合は、 
改良計画に従い踏切道を改良【義務】 

【踏切道改良促進法による踏切道改良の流れ】 

報告徴収・勧告制度 

特定連続立体交差化工事に係る無利子貸付 

保安設備計画の実施に要する費用の補助 

④保安設備整備計画 
 

 鉄道事業者が作成 

■第1種 警標＋警報機＋遮断機 29,967箇所（88％） 
■第3種 警標＋警報機 861箇所 （3％） 
■第4種 警標  3,230箇所（9％） 
    合計 34,058箇所 

踏切道の種類と箇所数（平成２２年度末） 

踏切道数・踏切事故件数等の推移 



円滑な都市・地域活動のための渋滞対策 

 社会資本整備重点計画(平成２１年３月閣議決定。現在見直しを実施中。)においては、信号制御の高度
化により交通渋滞を緩和し、円滑な交通を確保することが目標とされているところ。 

道路交通の改善状況 

信号制御の高度化による交通渋滞の緩和 

目標（H24） 

約２．２億人時間／年短縮（※） 

指標14 ： 信号制御の高度化により短縮される通過時間 

事業の概要：信号機の集中制御化等、旅行時間の短縮効果を有する交通安全施設等を整備 

 信号制御の高度化により交通渋滞を緩和し、円滑な交通を確保する。 

事業例） 

※：交通安全施設等整備事業により、１年間に短縮されたと試算される
自動車旅行者の旅行時間を表し、この場合、2.2億人の自動車旅行者
の旅行時間が１年間に１時間短縮されることを意味する。 

 

 対象区間内の信号制御パターンを曜日や時間
帯に応じて自動的に変化させ、交通の流れを円
滑化 

 

 右折矢印信号の表示時間を、右折車両の交通量に
応じて変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

右折感応化 
 

 右折矢印信号を設置するなどして信号現示を増
加させ、特定の方向に進行する交通流を分離 

 

 

 

 

 

 

 

 

多現示化 系統化 
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・BRT（Bus Rapid Transit）とは、低床化されている連節バスと、バス専用道、バスロケーションシステム（バス位置管理
システム）等を組み合わせて定時制、速達性を確保するとともに、利用者にわかりやすく利用しやすいバスシステム 
 

・海外では、ナント（フランス）・ソウル（韓国）等で導入事例あり 

BRTの特徴 

千葉市（幕張）：京成バス 

○連節バスの導入事例 

厚木市：ツインライナー 

ＬＲＴの導入の事例 

 BRTは、連節バスやバス専用レーン等を用いた新たなバスシステム。 
 日本においても、ＢＲＴの導入事例が見られるところ。 

道路交通の改善状況 

ＢＲＴの概要と導入の取組み 

○バス専用道の導入事例（茨城県石岡市・小美玉市） 

●事業の概要 

公共交通の利便性向上と地域の活性化を図るため、主要な公共交通軸となる鹿島鉄道（平成19年3月廃止）跡
地のバス専用道化事業や、交通結節点の機能強化等を推進 

全 体 平 面 図 

平成20年1月 第1回「かしてつ跡地バス専用道化検討委員会」開催 

平成20年8月 第4回委員会において、「鹿島鉄道跡地バス専用道化計画」が策定 

平成21年1月 「かしてつ沿線地域公共交通戦略会議」において、総合交通戦略、地域公共交通連携計画を策定 

平成21年10月工事着手（バス専用道、バス停等の施設を整備） 

平成22年8月 運行開始 

●事業の検討経緯 

石岡駅～常陸小川駅 Ｌ＝７.１ｋｍ Ｗ＝６ｍ 

Ｈ２２年度供用 L=５．１km 
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都市における交通の利便性向上のための取組事例② 

システムの概要 

導入実績 

バスの接近情報の提供により、バス待ちのイライラ解消に資するシステム 
 GPS等によりバスの位置を捕捉 

 バス車載器から位置情報等を送信 

 事業者の中央装置でバス情報を収集・配信 

 バス停留所、パソコン、携帯電話などでバス接近情報を表示 

 導入事業者数 ： 120事業者（平成22年３月末現在） 

 系統数： 9,336系統（平成22年３月末現在） 

(国土交通省調べ） 
※ 路線バスに限る 

インターネット、携帯端末を活用したバスロケーションシステムの導入状況 

 都道府県数：30都道府県（平成１９年３月末現在) 

 事業者数：67事業者（平成１９年３月末現在） 

 HPサイト数：48サイト（平成１９年３月末現在） 

公共車両優先システム（PTPS:Public Transport Priority Systems） 

まもなくバス
がきます。 

バスと路側機の双方向通信 

違法走行車の検出 

違法走行車への警告 
バス優先信号制御 

 バス事業者のバスロケーションシステム（国土交通省が導入を支援）と警察の交通管制システムとを連携させたシステム。 

 バスの交差点への接近に合わせて信号を青に変更するバス優先の信号制御やバスレーンにおける違法走行車への警告などを行う。 

 バス専用レーンの設置、カラー舗装、交差点改良等との一体的な実施で、相乗効果を発揮。 

＜ＰＴＰＳの効果（例）＞ 

・バスの定時運行の確保 

 ＊ 松江市の例 定時運行率  

            ２３％→６３％ 

・運行時間の短縮 

 ＊ 松江市の例 １４．９％短縮 

・乗車人員の増加 

 ＊ 大阪府の例  ４．７％増加 

～バスの進行にあわせて信号の「青」を延長し「赤」を短縮するシステム～ 

(平成21年3月31日現在) 

 40都道府県、96事業者、総延長 730.3ｋｍ 

＜ＰＴＰＳの導入状況（運用中）＞ 

導入総延長距離（ｋｍ） （各年３月末現在） 

（注）警察庁調べ 

 定時運行の確保等によるバスの利便性向上のため、バスロケーションシステムやPTPSの導
入等が着実に図られている。 

道路交通の改善状況 

バスの定時性確保の取組 

バスロケーションシステム 
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歩行空間の充実の取組事例 

○幅の広い歩道の整備や 

 無電柱化 
○歩道の段差・傾斜・ 

勾配の改善 

○バスに乗りやすい 

歩道の高さを確保 

○立体横断施設への 

エレベーターの設置 

○視覚障害者誘導用 

ブロックの設置 
○歩行者案内標識の設置 

○休憩施設の設置 
○放置自転車対策としての 

駐輪場の整備 

 歩行者、車いす利用者、視覚障害者等の歩行空間の整備。 

道路交通の改善状況 

歩行空間の充実 

[大阪府吹田市] 

・幅の広い歩道の整備や無電柱化により、
歩行者等が移動しやすいようにします。 

・段差・傾斜・横断勾配の状態を改善して、
車いす使用者等が移動しやすいようにしま
す。 

・高齢者・障害者等が低床バスに円滑に乗
降するため、バスが停留所に正着できるよう
構造に配慮します。 

・立体横断施設にエレベーターを設置し、歩
行者等が移動しやすいようにします。 

・交差点などに視覚障害者誘導用ブロックを
設置して、視覚障害者に歩行位置や歩行方
向の案内を行います。 

・交差点などに行き先表示や周辺地図など
の歩行者用案内標識を設置して、歩行者等
の移動に役立つようにします。 

・歩行者等が休憩できるように、ベンチなど
を設けています。 

・駅前広場などに駐輪場を整備して歩道に
放置される自転車問題を改善し、歩行者等
が移動しやすいようにします。 
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自転車交通対策 

 歩行者と自動車から分離された自転車走行空間は約3,000km 
 自動車からは分離されているが歩行者とは分離されていない自転車走行空間は80,600km 

道路交通の改善状況 

自転車交通対策 

自動車から分離された自転車走行空間  約83,600km （約7.0%） その他の自転車走行空間   約110万km 

［出典：国土交通省資料、警察庁資料］ 

※延長は道路延長、平成22年4月1日現在 

視覚的に分離 

歩行者と非分離 

約80,600km 
（約6.7%） 約3,000km  （約0.2%） 

約91,800km 
（約7.6%） 

約100万km 

構造的に分離 

歩行者と分離 

※著しく歩行者の通行を妨げることとなる場
合を除き、路側帯を通行することができる 

全国の道路 約120万km 

整備例） 

自転車道 
自転車 

専用通行帯 
自転車歩行者道内の 

自転車通行位置の明示 
自転車歩行者道 車道（歩道あり） 車道（歩道なし） 

 

自転車道 

 

歩道 車道 車道 

整備例） 
 

縁石線等 

自転車専用通行帯 

（自転車レーン） 

車道 

歩道 

整備例） 

 

自転車歩行者道 

自転車通行 

位置の明示 

車道 

  

 自転車歩行者道 車道 

整備例） 

 

   歩道 車道 

整備例） 

路側帯 車道 

整備例） 

路面表示 
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11 

•人口：76万人（2009）※3 

•面積：219km2 （2009）※3 

•自転車走行空間延長：617km※4 

オランダ・アムステルダム市 

•人口：226万人（2010）※1 

•面積：326km2 （2010） ※1 

•自転車走行空間延長：104km※2 

※1：2010（平成22）年、名古屋市ホームページ 

※2：2010（平成22)年度末、名古屋市自転車利用環境基本計画（案） 
※3：アムステルダム市ホームページ 

※4：2009年、アムステルダム市ホームページ資料から集計 

  自転車走行空間 
  整備候補路線    

名古屋市 

自転車走行空間 
整備候補路線    

自転車走行空間の国際比較 

 比較的自転車利用環境の整備が進んでいる名古屋市でも、海外の先進都市に比べ、自転車走
行空間は尐ない状況。 

道路交通の改善状況 

自転車走行空間の国際比較 



日本の道路整備の展開 
日本の道路整備の展開 

昭和52年4月（2,022km） 

平成23年4月（9,855km） 

高規格幹線道路ネットワークの拡充 

全体 供用 (進捗率) 

高規格幹線道路 約14,000キロ 9,855キロ (70%) 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

500,000 

600,000 

700,000 

800,000 

900,000 

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

7,000  

8,000  

9,000  

10,000  

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 

高規格幹線道路の供用延長 

一般道路の改良済延長 

自動車走行台キロ 

出典：道路統計年報,陸運統計要覧（各年版）,自動車輸送統計年報（平成20年度分）,国土交通省資料 

H21 

（100万走行台キロ） （km※） 

高規格幹線道路 

一般道路 
（改良済） 

※一般道路の改良済延長は ×100km 

平成２３年４月１日現在 

 急激なモータリゼーションの進展にあわせ、高速道路整備、一般道路の舗装・改良等を実施 
 高速道路の整備率は約７割 

道路交通の改善状況 
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環状道路の整備 

 諸外国と比して、我が国の都市間の速達性は、全体的に低い水準。 

道路交通の改善状況 

道路による都市間連絡サービス水準 

70km/h以上 
60～70km/h 

50～60km/h 

40～50km/h 

40km/h未満 

フランス ８８キロ 

イギリス ７２キロ 

ドイツ ９０キロ 

韓国 ６０キロ 

凡例＜都市間表定速度＞ 

 都市間連絡速度：都市間の最短道路距離を最短所要時間で除したもの 
          ＜都市間の移動しやすさを表現＞ 

 最短道路距離は、都市間を結ぶ一番短いルートの距離 

 最短所要時間は、都市間を最速で結ぶルートの所要時間 

＜都市間連絡速度の国際比較 （同程度の規模の都市間平均を比較）＞ 

＜日本の都市間連絡速度 （プローブ実勢速度ベース）＞ 

：所要時間経路探索システム（Google Maps）による 

対象都市：拠点都市※及び一定の距離離れた人口5万人

以上の都市及び主要港湾を国毎に設定 

※ 日本：都道府県庁所在地（北海道：旧支庁）、ドイツ：州都、   

仏：地方圏庁所在地、イギリス：地域開発庁（RDA）、 

   中国：省都、直轄市、韓国：特別市、広域市、道庁所在地 

所要時間 

ただし、日本・韓国は、民間プローブデータ等の実勢速度
による所要時間 

※日本の所要時間経路探索システム（Google Maps）に
よる平均連絡速度 ： 51km/h  
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  日本 ドイツ フランス イギリス 中国 韓国 

平均 
連絡速度 

59 km/h 90 km/h 88 km/h 72 km/h 73 km/h 60 km/h 



高速バスの路線延長状況 

 道路整備の進展とともに、高速バスは、輸送系統数、事業者数ともに増加傾向。 
 全乗合バスの輸送人員が減尐している中、高速バスの輸送人員は増加。 

道路交通の改善状況 

高速バスの輸送状況 

9 ,118

6 ,997

4 ,937
4 ,502

4 ,244 4 ,304

11 ,216

32 ,538

66 ,064

85 ,596

79 ,048

109,920

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

S50 S60 H11 H14 H17 H20

全乗合 高速バス

23

57

154 165
200

295

56

249

1 ,532 1 ,530

2 ,010

4 ,049

1 ,888

3 ,721

6 ,615

7 ,187
7 ,389

7 ,641

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

S50 S60 H11 H14 H17 H20

事業者数
運行系統数(延)
高速自動車国道供用キロ

運行系統数（本） 高速自動車道供用キロ（㎞） 全乗合（百万人） 高速バス（千人） 

※出典：数字でみる自動車 

〔 事業者数・運行系統の推移 〕 〔 輸送人員の推移 〕 

年度 
年度 

事業者数：者 
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２ 鉄道交通の改善状況 



三大都市圏の最混雑区間における平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移 

15 

 三大都市圏の混雑率は、様々な混雑緩和対策や近年の輸送人員の減尐により改善。 
 しかしながら、東京圏を中心とした一部の路線・区間については今なお高い混雑率が存在。  

都市・地域内における旅客輸送の動向 

三大都市圏の混雑率 

221  214  212  
202  

197  

183  

171  171  170  170  171  171 167 
166 

124  

136  

149  
156  

161  

164  163  163  163  163  162  162  163  

121 

131 

137 140 
133 

127 127 126 126 126 125 123 122 

70 
80 
90 

100 
110 
120 
130 
140 
150 
160 
170 
180 
190 
200 
210 
220 
230 

S50 55 60 H元 5 10 15 16 17 18 19 20 21 22 

205  204  

192  

175  173  

157  

146  147  146  145  146  
139 137 

135 116  
125  

139  

152  155  158  155  154  155  153  
159  159  159  

115  117  119  
128  

118  
113  111  110  110  109  108  106  105  

70 
80 
90 

100 
110 
120 
130 
140 
150 
160 
170 
180 
190 
200 
210 
220 
230 

S50 55 60 H元 5 10 15 16 17 18 19 20 21 22 

199  

188  187  

168  166  

147  
137  134  134  136  133  130 127 

124 
110  114  

122  
128  

136  132  131  131  127  128  127  125  127  

103 107 103 106 
100 

91 89 88 87 85 83 80 79 70 
80 
90 

100 
110 
120 
130 
140 
150 
160 
170 
180 
190 
200 
210 
220 
230 

S50 55 60 H元 5 10 15 16 17 18 19 20 21 22 

東京圏 大阪圏 名古屋圏 

大都市圏における都市鉄道のすべての区間のそれぞれの混雑率を150%以内とする。（ただし、東京圏については、当面、主要区
間の平均混雑率を全体として150%以内とするとともに、すべての区間のそれぞれの混雑率を180%以内とすることを目指す。） 

年度 

主要区間の平均混雑率の推移 

混雑率 
 
輸送力指数 
（S50=100） 
輸送人員指数 
（S50=100） 

圏域（目標混雑率） 
東京圏 

（当面180%） 

大阪圏 

（150%） 

名古屋圏 

（150%） 

目標混雑率を超えている
路線数（平成22年度） 

１６路線 ※1 ２路線 ※2 なし 

目標値
150% 

各区間の混雑率 

混雑改善指標（運輸政策審議会答申第19号（平成12年８月）） 

％ 

※1 ＪＲ東日本（東海道線・横須賀線・山手線・中央快速線・高崎線・京浜東北線（2区間）・総武緩行線 

   ・南武線・武蔵野線・横浜線・埼京線・京葉線）、小田急小田原線、東急田園都市線、メトロ東西線 

※2 京都市交通局（地下鉄烏丸線・東西線） 

定員乗車（座席につく
か、吊革につかまる
か、ドア付近の柱に
つかまることができ
る）。 

広げて楽に新聞を読
める。 

折りたたむなど無
理をすれば新聞を
読める。 

体がふれあい相当圧
迫感があるが、週刊
誌程度なら何とか読
める。 

電車がゆれるたびに
体が斜めになって身
動きができず、手も
動かせない。 

１００％ １５０％ １８０％ ２００％ ２５０％ 

（混雑率の目安） 



都市鉄道の整備の状況（東京圏） 
鉄道交通の改善状況 

都市鉄道の整備の状況（東京圏） 

0 10

Kilometers

20

■答申路線の整備状況 
（平成20年以降に開業した路線） 

 成田新高速鉄道線 
  印旛日本医大～成田空港  19.1km 
   （平成22年7月17日開業） 

B路線 

A2路線 

A1路線 

既存路線 

（未開業） 

（未開業） 

（未開業） 

A1路線 （既開業） 

 東京都交通局日暮里・舎人ライナー 

 日暮里～見沼代親水公園 

  平成20年3月開業 

東北縦貫線（工事中） 

 上野～東京 

  平成25年度開業予定 

成田新高速鉄道線 

 印旛日本医大～成田空港 

  平成22年7月開業 

相鉄・JR直通線（工事中） 

 西谷～横浜羽沢駅付近 

  平成27年度開業予定 

 横浜市交通局 グリーンライン 

 日吉～中山 

  平成20年3月開業 

 東京地下鉄副都心線 

 池袋～渋谷 

  平成20年6月開業 

※複々線化、改良工事を除く。 

答申路線の整備状況 （ 2011年7月末現在 

① A1 路線 
目標年次（ 2015 年）までに 開業 

することが適当である路線 

② A2 路線 
目標年次（ 2015 年）までに整備 
着手することが適当である路線 

③ B 路線 
今後整備について検討すべき路線 

答申延長 

280 

(100%) 

169 

(100%) 

203 

(100%) 

53 

(19%) 

168 

( 99%) 

203 

(100%) 

9 

(3%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

218 

(78%) 

1 

(1.%) 

0 

(0%) 

未着手 整備中 営業中 

計（① + ② + ③） 
653 

(100%) 
424 

( 65%) 
9 

(1%) 
219 

(34%) 

単位：ｋｍ 

①のうち答申時未着手であった路線 

93 
(100%) 

53 
(57%) 

9 
(10%) 

31 
(33%) 

 運輸政策審議会答申第18号(平成12年1月)でA1(2015年までに開業することが適当であ
る路線)に位置づけられた路線を中心に整備が進められ、現在ではその約8割が営業中。 
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相鉄・東急直通線（工事中） 

 横浜羽沢駅付近～日吉 
平成31年度開業予定 

 

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/d/d5/AE%EF%BC%88%E2%85%A1%EF%BC%89kei_naritayugawa.JPG


ＴＸによる時
間短縮 

ＳＲによる時
間短縮 

成田新高速による
時間短縮 

平成12年～平成22年
所要時間の推移

５分未満短縮５分未満短縮５分未満短縮５分未満短縮５分未満短縮５分未満短縮５分未満短縮５分未満短縮５分未満短縮
５～１０分短縮５～１０分短縮５～１０分短縮５～１０分短縮５～１０分短縮５～１０分短縮５～１０分短縮５～１０分短縮５～１０分短縮
１０分以上短縮１０分以上短縮１０分以上短縮１０分以上短縮１０分以上短縮１０分以上短縮１０分以上短縮１０分以上短縮１０分以上短縮
変化なし変化なし変化なし変化なし変化なし変化なし変化なし変化なし変化なし

大手町駅までの所要時間の短縮 大手町駅までの時間圏域（Ｈ２２） 

人口 大手町駅まで所要時間60分以内の圏域の人口
（千人） 2000年 2010年 2010年-2000年

人口 割合 人口 割合 人口 割合

夜間人口 9,372 27.2% 9,739 28.2% 367 1.1%

従業人口 7,977 46.1% 8,131 46.9% 154 0.9%

東京中心部までの到達時間の変化 

88.1

66.6

97

134.8

73

101.4

0 50 100 150

つくば市吾妻２丁目

横浜市中区山下町

成田市土屋

大手町駅までの到達時間

H12 H22

（分） 

 つくばエクスプレス（ＴＸ）・埼玉高速（ＳＲ）・成田新高速等の新線開業、小田急小田原
線・東急東横線の複々線化、相互直通運転化による郊外部と都心間及び業務核都市と都心間
の速達性が向上。 

鉄道交通の改善状況 

速達性の向上（東京圏の例） 
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2010年（平成22年） 

東京圏の相互直通路線延長の推移 

155 

414 

532 

691 

878 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1970 1980 1990 2000 2010 

相
直

延
長

(k
m

) 

年 

浅草線（東京都） 

京成本線（京成）・北総線（北総鉄道） 

京急本線・久里浜線・逗子線（京急） 

東西線（東京地下鉄） 

中央・総武緩行線（JR) 

東葉高速線（東葉高速鉄道） 

東横線（東急） 

みなとみらい21線 

（横浜高速鉄道） 

千代田線（東京地下鉄） 

常磐緩行線（JR) 

小田原線・多摩線（小田急） 

新宿線（東京都） 

京王線・相模原線（京王） 

有楽町線（東京地下鉄） 

東上線（東武） 

池袋線・西武有楽町線（西武） 

副都心線（東京地下鉄） 

東上線（東武） 

池袋線・西武有楽町線（西武） 

三田線（東京都） 

目黒線（東急） 

半蔵門線（東京地下鉄） 

伊勢崎線・日光線（東武） 

田園都市線（東急） 

日比谷線（東京地下鉄） 

伊勢崎線（東武） 

東横線（東急） 

南北線（東京地下鉄） 

目黒線（東急） 

埼玉高速鉄道線（埼玉高速鉄道） 

埼京線・川越線（JR) 

りんかい線（東京臨海高速鉄道） 

三鷹 

浦和美園 

津田沼 

橋本 

新木場 

西馬込 

三崎口 

新逗子 

本厚木 

本八幡 

唐木田 

南栗橋 

川越 

飯能 

久喜 

取手 

渋谷 

日吉 

菊名 

浦賀 

森林公園 

西高島平 

中央林間 

羽田空港 

京成上野 

成田空港 

芝山千代田 

東葉勝田台 

東武動物公園 

元町・中華街 















■東京圏の相直路線の割合（2010年） 

1970年（昭和45年） 

東京圏鉄道総延長 
約 2,400km 

相直路線延長 
約 880km 

相直路線以外の延長 
約 1,520km 

注：１．東京圏の範囲は都市交通年報の範囲（概ね50km圏） 
注：２．2010年9月末現在 

36% 

64% 

各年の12月末現在の相直延長を表す。 

出典：国土交通省資料 

出典：東急電鉄資料 

日比谷線（営団） 

伊勢崎線（東武） 

東横線（東急） 

東西線（営団） 

中央・総武緩行線（国鉄） 

浅草線（東京都） 

京成本線（京成） 

京急本線（京急） 

三鷹 

京急川崎 

東中山 

日吉 西馬込 

北春日部 

津田沼 

■東京圏における相直の進展（1970年→2010年） 

東横線・副都心線相互直通運転後の速達性向上 

横浜～新宿（新宿三丁目）の所要時間 

現状        将来 

   （渋谷乗換） （相互直通運転時） 

朝ラッシュ時  ４９分      ３８分 

日中       ３９分      ３３分 

 相互直通運転（相直）の計画は、都市交通審議会答申第１号（昭和31年）の中で方針が示
され、順次その路線が拡大。 

 現在、東京圏の相直路線は約880kmで、東京圏鉄道総延長の約36％に達している状況。 

鉄道交通の改善状況 

相互直通運転の広がり 
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鉄道の輸送力増強の事例 

 都市鉄道ネットワークは相当程度拡充されてきたが、他の鉄道事業者の路線との接続の丌
備、混雑時間帯における速度の低下といった課題がなお見られ、都市鉄道等利便増進法（平
成17年８月施行）に基づき、既存ストックを有効活用しつつ、短絡線等の整備により所要
時間の短縮や乗換回数の削減。 

相互直通運転による利便性の向上（相鉄・ＪＲ直通線及び相鉄・東急直通線の例） 

海老名駅 

品川駅 

新宿駅 

東京駅 

小田急小田原線 

相鉄いずみ野線 

相鉄本線 

相鉄・東急直通線 

東急東横線 

相鉄・ＪＲ直通線 

〔相鉄・ＪＲ直通線〕 〔相鉄・東急直通線〕 

整備区間 西谷駅～横浜羽沢駅付近
（約２．７km） 

横浜羽沢駅付近～日吉駅
（約１０．０km） 

概算事業費 約６８３億円 約１，９５７億円 

整備期間 平成18～26年度 

予算措置 

（補助率１／３） 
17年度採択 19年度採択 

平成１８年１１月２１日 

速達性向上計画認定 

平成１９年４月１１日 

速達性向上計画認定 

事 業 概 要 

平成19～30年度 

二俣川駅 

田園調布駅 

日吉駅 

西谷駅 

横浜駅 

横浜羽沢駅付近 

ＪＲ東海道貨物線 

ＪＲ東海道線 

目黒駅 

渋谷駅 

新横浜駅（仮称） 

ＪＲ横須賀線 〔時間短縮効果例〕
現行 ⇒ 整備後 （短縮時間） 〔乗換回数〕

二俣川駅～目黒駅間 ５４分⇒３８分 （約１６分短縮） 〔２回⇒０回〕
大和駅 ～新横浜駅付近 ４２分⇒１９分 （約２３分短縮） 〔１回⇒０回〕
海老名駅～目黒駅 ６９分⇒５４分 （約１５分短縮） 〔２回⇒０回〕

大和駅 

鉄道交通の改善状況 
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東急田園都市線 東京メトロ半蔵門線 東武伊勢崎線 東京メトロ銀座線 東京メトロ丸ノ内線

始発～10時 10時以降 始発～10時 10時以降 始発～10時 10時以降 始発～10時 10時以降 始発～10時 10時以降

遅延時分 日数 割合 日数 割合 日数 割合 日数 割合 日数 割合 日数 割合 日数 割合 日数 割合 日数 割合 日数 割合

遅延なし 83 34% 37 15% 67 28% 28 12% 215 89% 216 90% 135 56% 143 59% 169 70% 122 51%

10分程度 106 44% 105 44% 95 39% 124 51% 7 3% 1 0% 100 41% 86 36% 62 26% 95 39%

15分程度 34 14% 61 25% 57 24% 54 22% 3 1% 1 0% 5 2% 8 3% 7 3% 12 5%

20分程度 10 4% 13 5% 8 3% 10 4% 9 4% 3 1% 1 0% 3 1% 2 1% 6 2%

25分程度 2 1% 4 2% 3 1% 4 2% 1 0% 3 1% 0 0% 0 0% 0 0% 3 1%

30分以上 6 2% 21 9% 11 5% 21 9% 6 2% 17 7% 0 0% 1 0% 1 0% 3 1%

遅延発生日数 158 66% 204 85% 174 72% 213 88% 26 11% 25 10% 106 44% 98 41% 72 30% 119 49%

調査日数 241 100% 241 100% 241 100% 241 100% 241 100% 241 100% 241 100% 241 100% 241 100% 241 100%

平均遅延時分 8.8分 14.1分 10.4分 13.6分 2.2分 4.1分 4.5分 4.6分 3.4分 6.0分

2010年2月16日~10月14日（241日間）の遅延状況（各社ＨＰよりデータ収集） 

田園都市線と半蔵門線は同程度の遅延発生日数 

相互直通運転路線 相互直通運転を行っていない路線 

※東京メトロ半蔵門線と東武伊勢崎線の直通運転が中止された場合、押上駅
より先の伊勢崎線方に向かう旅客は、押上駅から伊勢崎線業平橋駅まで
500m歩いて伊勢崎線に乗り継ぐ必要がある。 

 相互直通運転を実施していない路線に比べ、相直実施路線の方が遅延発生日数、平均遅延時
分が大きい状況。 

鉄道交通の改善状況 

相互直通運転による遅延の拡大 

 東急田園都市線、東京メトロ半蔵門線のいずれかで遅延が発生すると、それが他方の路線
に波及 

 東武伊勢崎線もこれら２線と相互直通運転をしているものの、曳舟駅に折り返し施設があ
ることから（曳舟～押上間の運行とりやめ）、遅延の波及がおさえられている（※） 
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都市鉄道の整備の状況（大阪圏） 

 近畿地方交通審議会答申第8号(平成16年10月)における事業中路線を中心に整備が進めら
れ、現在ではその約7割が営業中。 

鉄道交通の改善状況 

都市鉄道の整備の状況（大阪圏） 

27 

■答申路線の整備状況 

京阪中之島線 

（中之島～天満橋） 

平成２０年１０月開業 

阪神なんば線 

（西九条～大阪難波） 

平成２１年３月開業 

京都市交通局東西線 

（二条～太秦天神川） 

平成２０年１月開業 

  2011年6月末現在の整備状況                              単位：km 
 

 
 
 
 
 
 
 
  ※事業が中断中のものを含む 

《答申第８号》  平成16年10月8日答申 

         既設路線 

         事業中路線（既開業） 

         事業中路線（未開業） 

         中長期的に望まれる鉄道ﾈｯﾄﾜｰｸを構成する新たな路線 

第8号答申時 延長 未着手 整備中 営業中 

事業中路線 70.6 
（100％） 

― 20.8 
（29％） 

49.8 
（71％） 

中長期的に望まれる鉄道ﾈｯﾄﾜｰｸを
構成する新たな路線 

77.3 
（100％） 

77.3 
（100％） 

0.0 
（0％） 

0.0 
（0％） 

計 147.9 
（100％） 

77.3 
（52％） 

20.8 
（14％） 

49.8 
（34％） 

■答申路線の整備状況（平成20年以降に開業した路線） 

おおさか東線 

（放出～久宝寺） 

平成２０年３月開業 

おおさか東線 

（新大阪～放出） 

平成３０年度末整備予定 
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都市鉄道の整備の状況（名古屋圏） 
鉄道交通の改善状況 

都市鉄道の整備の状況（名古屋圏） 

名古屋市6号線 
野並～徳重 開業 
4.2km (H23.3.27 ） 

八草 

東海交通事業城北線 

小牧   

桃花台東   

名古屋空港     

上小田井   

庄内緑地公園   

尾張星の宮   

枇杷島   
黒川   

楠町   味美   

味 鋺   

勝川   

高蔵寺   

志段味支所   

尾張瀬戸   

高蔵寺方面   

  

藤が丘   

高針橋   岩崎   

赤池   

新豊田   豊田市  

徳重   

豊明北   

豊田市南部方面   

野並   
桜本町   

新瑞橋   

大曽根   

今 池   

丸田町   

名古屋   

金山   

笹島   
中村区役所   

七宝   

高畑   

戸田   

稲永   名古屋港   

栄   

上飯田   

金城ふ頭   

八事   

本山   

小幡緑地   

尾張一宮   名鉄一宮   

弥富   

近鉄弥富   

    

  
  

  

砂田橋   

名古屋大学   

    

    

    

    

  

  

    
  

  

    
  

  

    

  
  

    

平安通   

  

北 

  桃花台線 

６号線 

名鉄津島線 

金山線 

６号線 

名
鉄
犬
山
線 

３
号
線 

２
号
線 

西
名
古
屋
港
線 

名
鉄
常
滑
線 

■答申路線の整備状況 
（平成20年以降に開業した路線） 

  

  

平成２０年までに整備
することが適当である
路線（A路線） 
    既開業路線  
    未整備路線 
 
  

  

  

  

  

  

  

  

平成２０年までに整備
の推進を図ることが適
当である路線 
（B路線） 
     未整備路線 
 
  

  
  
  
  
  
  
  
  

今後整備について検討
すべき路線 
（C路線） 
    未整備路線 
 
  

  
  
  
  
  
  
  

答申路線の整備状況(2011年6月末現在) 
単位：km 

  答申延長 未着手 整備中 営業中 

Ａ：年次目標（2008）までに整備することが適当である路線 
82.8 

(100%) 
21.2 

(26%) 
0 

(0%) 
61.6 

(74%) 

    Ａのうち、答申時未着手であった路線 
70.9 

(100%) 
21.2 

(30%) 
0 

(0%) 
49.7 

(70%) 

Ｂ：年次目標（2008）までに整備の推進を図ることが適当である路
線 

38.0 
(100%) 

38.0 
(100%) 

0 
(0%) 

0 
(0%) 

Ｃ：今後整備について検討すべき路線 - - 
0 

(0%) 
0 

(0%) 

計 ※A+B 
120.8 

(100%)  
59.2 

(49%)  
0 

(0%) 
61.6 

(51%) 

 運輸政策審議会答申第12号(平成4年1月)でA(2008年までに整備することが適当である路
線)に位置づけられた路線を中心に整備が進められ、現在ではその約7割が営業中。 
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仙台市東西線の整備 福岡市七隈線の延伸整備 

東西線 

※沿線開発と合わせて整備  

○開業時期：平成27年度（予定）  
○総事業費：約2,735億円 
○整備区間：動物公園～荒井：14.4㎞（建設キロ） 
○整備効果 
 仙台都市圏の東西方向の多様な都市機能を連携する地下高速鉄道（東西線）
を整備し、地下鉄南北線とＪＲ線に結節させることにより、自動車交通に過度に
依存しない鉄軌道を基軸とした機能集約型の市街地形成を図る。 
 東西線の整備により、都心部の所要時間を半減させるとともに、バス路線の再
編を併せて実施し、環境に優しく利便性の高い公共交通網を整備する。（CO2は
約６万２千トン／年減尐、NOxは約６５トン／年減尐する見込み） 
 加えて、東日本大震災後の仙台市において、より震災に強い交通体系を実現
するとともに、仙台市が進める新たなまちづくりを力強く推進するため、その整備
が期待されている事業である。 

○開業時期：平成32年度（予定）  
○総事業費：約450億円 
○整備区間：天神南～博多：1.4㎞（建設キロ） 
○整備効果 
 福岡市七隈線は、平成17年2月に橋本～天神南間（12.0㎞：営業キロ）が開業
しているが、今般、天神南～博多間（1.4㎞：建設キロ）の延伸を行うものである。 
 本延伸により、都心部における慢性的な交通渋滞等の全市的な交通課題や
環境問題への対応が図られ、福岡市の二大核である天神地区と博多地区が結
ばれる鉄道ネットワークが整備される。 
 また、九州新幹線の全線開通や九州・アジアとの交流新時代へ対応する観点
からも、博多駅や福岡空港などの高速交通体系へのアクセス改善にも資する七
隈線の延伸が重要であり、交流人口の増加等の効果が期待されている。 
※事業化に向けて、現在予算要求中。 

都市鉄道の整備の状況（地方中枢都市） 
鉄道交通の改善状況 

 地方中枢都市においては、地下鉄の新線建設や延伸等により、大都市の日々の社会経済活動
を支える鉄道ネットワークを強化することによって、環境に優しく、より安全で質の高い交
通サービスを提供。  
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●高い速達性、定時性 

・車両の高性能化、軌道の専用化、一部立体化、優先信号化、運賃収受システムの改 

 善等により、高い速達性・定時性を確保 

●人にやさしい 
・低床式車両の導入、電停のスロープ整備等による段差解消や他交通機関への乗り継ぎ利便を確保 

●十分な輸送力 
・適切な運行間隔と連接車両等との組み合わせにより十分な輸送力を確保 

特 長 

車両収容人員 （定員） 

約 90 人 約 150 人 
（広島電鉄の５連接車の例） 

⇒ 

車両収容人員 （定員） 

約 90 人 約 150 人 ⇒ 

走行空間 

物理的に軌
道敷内への
自動車の乗
入れが可能 

 

 

 

 

・ 軌道敷と車
道の分離 

優先信号の
導入 

等 

⇒ 

富山ライトレール富山駅北付近 

軌道敷地と車道を縁石により分離 

床の高さ 

780mm ⇒ 330mm 
ホームから 段差なし で直接乗降可能 段差があるため ステップが必要 

・ 

●環境にやさしい 
・自動車交通に比してCO2排出量が少ないという路面電車の特長に加え､弾性
車輪制振軌道等により騒音振動を低減 

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

軌道構造 

通常 

軌道 

制振 

軌道 ⇒ 
87dB ⇒ 76dB 

〔 騒音比較 〕 
走行速度 40km/h 時 

軌道中心から 7.5m 、 

地上高さ 1.2m で測定 

福井鉄道市内軌道線 福井駅前付近 

インファンド軌道を採用し、低振動・低 
騒音を実現 

●まちづくりにおける取組 

 ・都市の基幹となる交通としてLＲＴを整備 

・駅前広場の整備やトランジットモール化、パーク＆ライドﾞ駐車場の整 

 備、沿線への公共公益施設の配置などのまちづくり施策との一体的な 

 整備が可能 

景観との一体性 

⇒ 
景観とマッ
チする車
両デザイン 

従来の  
デザイン 

ＣＯ２排出量 

ＬＲＴシステムの概要 

（広島電鉄の単車の例） 

資料）国土交通省調べ 

ＬＲＴの導入の事例 

 ＬＲＴ（Light Rail Transit）とは、低床式車両(LRV)の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、
定時性、速達性、快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システムをいう。

ＬＲＴの概要 
鉄道交通の改善状況 
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富山駅北 

インテック本社前 
奥田中学校前 

粟島（大阪屋ショップ前） 

犬島新町 

ＬＲＴの導入の事例 

（平成１８年４月２９日開業） 

※赤文字は新駅 

【事業概要】 
 

北陸新幹線整備と富山駅周辺における鉄道の高架化
の機会を捉え、旧JR富山港線(全長8km)を LRT化
（LRTプロジェクト第１号） 
 

ＪＲ西日本 富山港線 

富山ライトレール 

 富山市では、旧ＪＲ富山港線をＬＲＴ化。大幅なサービス向上により、日常の都市活動の活
発化に寄不。 

 岡山市等複数の都市において、今後の導入構想あり。 

5,780

3,430

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

JR富山港線 富山ライト
レール

利
用

者
数

（人
/日

）

1.9
1.3

5.6

2.6

0

1

2

3

4

5

6

通勤 通学 買い物 通院

伸
び
率

ＬＲＴ化 
目的別利用者数の伸び 

乗車人員の変化 

鉄道交通の改善状況 

ＬＲＴ導入の取組み 

富山ライトレール JR西日本運行時 

運行サービスの向上 
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新潟 

大宮 
東京 

新八代 

鹿児島中央 
平成１６年３月開業 

長崎 

博多 

九州新幹線 
（長崎ルート） 

○諫早･長崎間 
（ｽｰﾊﾟｰ特急） 〈21km〉 

〈45km〉 
○武雄温泉･諫早間 

諫早 

○白山総合車両基地･敦賀間 

平成１４年１２月開業 

東北新幹線 

盛岡 

八戸 
新青森 

新函館 

札幌 
○新函館・札幌間 

平成27年度末完成予定 

北海道新幹線 

北陸新幹線 

長野 

高崎 敦賀 

福井 

富山 金沢 

〈149km〉 

〈240km〉 
○長野･白山総合車両基地間 

〈113km〉 

九州新幹線 
(鹿児島ルート） 

新鳥栖 

平成26年度末完成予定 

平成９年１０月開業 

        既設新幹線開業区間 
        整備新幹線開業区間   
 建設中区間 
 未着工区間（工事実施計画申請中） 
 未着工区間（工事実施計画未申請） 
 中央新幹線（整備計画路線） 
 
                

凡  例 

○新青森・新函館間 

認可（平成20年3月）から 
概ね10年程度で完成予定 

武雄温泉 

〈211km〉 

○福井駅部 
平成20年度末完成 

白山総合車両基地 

平成２２年１２月開業 

平成２３年３月開業 

大阪 

名古屋 

整備新幹線の現状 
鉄道交通の改善状況 

整備新幹線の現状 
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 昭和48年11月に決定された「整備計画」により５路線を整備中。 
 現在の新幹線線路延長は2387.8km。今後、北陸新幹線（長野～金沢）、北海道新幹線（新青森

～新函館）が平成２７年度末までに開業し２７６４.6kmとなる予定。 
 新幹線鉄道規格新線の整備を行っている九州新幹線（武雄温泉～諫早）４４.８kmについては、

平成２０年３月の認可から概ね１０年程度で完成予定。 

路線 区間 開業年月日 距離 

東海道新幹線 東京～新大阪 S39.10.1 515.4km 

山陽新幹線 
新大阪～岡山 S47.3.15 160.9km 
岡山～博多 S50.3.10 392.8km 

東北新幹線 

大宮～盛岡 S57.6.23 465.2km 
上野～大宮 S60.3.14 27.7km 
東京～上野 H3.6.20 3.6km 
盛岡～八戸 H14.12.1 96.6km 

八戸～新青森 H22.12.4 81.8km 
上越新幹線 大宮～新潟 S57.11.15 269.5km 
北陸新幹線 高崎～長野 H9.10.1 117.4km 

九州新幹線 
新八代～鹿児島中央 H16.3.13 126.8km 

博多～新八代 H23.3.12 130.0km 

【新幹線開業状況】 



在来幹線鉄道の高速化実施状況 
鉄道交通の改善状況 

在来幹線鉄道の高速化 
 新幹線の整備や在来幹線鉄道の高速化により、各都道府県の県庁所在地のほぼ全てが新幹線

又は高速化した在来幹線鉄道（表定速度８０km/h以上）で到達可能。 
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中央リニア新幹線の建設 

建 設 線 中央新幹線 

区 間 東京都・大阪市 

走 行 方 式 超電導磁気浮上方式 

最 高 設 計 速 度 ５０５キロメートル／時 

建 設 に 要 す る 
費 用 の 概 算 額 
(車両費を含む。) 

９０，３００億円 

その他必要な事項 主要な経過地 
甲府市附近、赤石山脈（南アルプス）中
南部、名古屋市附近、奈良市附近 

東京都 

＜中央新幹線の整備計画（平成23年5月26日決定）＞ 

(注) 建設に要する費用の概算額には、利子を含まない。 

参考：ＪＲ東海は、名古屋開業時期を2027年（平成
39年）、大阪開業時期を2045年（平成57

年）としている。 

東京・大阪間 東京・名古屋間 

路線延長（km） 438 286 

所要時分（分） 67 40 

建設費（億円） 90,300 54,300 

 リニア中央新幹線の建設により、東京－名古屋－大阪間の所要時間が大幅に短縮。 

鉄道交通の改善状況 

リニア中央新幹線の建設 
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